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産 業 廃 棄 物 埋 立 税 の 課 税 期 間 を産 業 廃 棄 物 埋 立 税 の 課 税 期 間 を産 業 廃 棄 物 埋 立 税 の 課 税 期 間 を産 業 廃 棄 物 埋 立 税 の 課 税 期 間 を     

平 成 ３ ０平 成 ３ ０平 成 ３ ０平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 延 長 し年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 延 長 し年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 延 長 し年 ３ 月 ３ １ 日 ま で 延 長 し まままま し たし たし たし た  

排出事業所から直接最終処分される場合排出事業所から直接最終処分される場合排出事業所から直接最終処分される場合排出事業所から直接最終処分される場合    

排 出 事 業 者       （納税義務者） 最終処分 手数料  
産業廃棄物  

最終処分業者 （特別徴収義務者）  
広 島 県 

産業廃棄物埋立税は，県内で埋め立てられる  

産業廃棄物を抑制するため平成１５年４月１日  

から広島県が独自に課税している地方税です。  

県税イメージ キャラクター タッ君 

排出事業所から中間処理を経て最終処分される場合排出事業所から中間処理を経て最終処分される場合排出事業所から中間処理を経て最終処分される場合排出事業所から中間処理を経て最終処分される場合    

１トンあたり，１１トンあたり，１１トンあたり，１１トンあたり，１,,,,０００円０００円０００円０００円    

産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物    埋立税埋立税埋立税埋立税    
産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物    埋立税埋立税埋立税埋立税    

排 出 事 業 者       納相当額を 負担する人 中間処理後の 産業廃棄物に 係る税相当額 中間処理業者 （納税義務者）  
最終処分業者 （特別徴収義務者）  

産業廃棄物を最終処分場へ搬入する場合に課税されます。 税相当額を排出事業者が負担します。 産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物    埋立税埋立税埋立税埋立税    

産業廃棄物  

中間処理 手数料  
中間処理後の  産業廃棄物  

広 島 県 

最終処分 手数料  産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物    埋立税埋立税埋立税埋立税    
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納める人納める人納める人納める人    

 県内の最終処分場に搬入された産業廃棄物の排出事業者又は中間処理業者です。 

 

納める額納める額納める額納める額    

 産業廃棄物１トンあたり１,０００円（１キログラムあたり１円）です。 

 

申告と納税申告と納税申告と納税申告と納税     

 最終処分業者が，排出事業者又は中間処理業者から税を受け取り，４月末・７月末・

１０月末・１月末の年４回県に申告納入します。（これを特別徴収といいます。） 

 

課税免除課税免除課税免除課税免除    

 自ら排出した産業廃棄物を自ら有する最終処分場において処分（自社処分）する場

合は，課税されません。 

 

税収の使途税収の使途税収の使途税収の使途     

 産業廃棄物の３R の推進，適正処理，啓

発活動の支援を基本とし，その他の循環型

社会形成のための施策に活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25 年度からの使途拡大部分です 

産産産産産産産産業業業業業業業業廃廃廃廃廃廃廃廃棄棄棄棄棄棄棄棄物物物物物物物物埋埋埋埋埋埋埋埋立立立立立立立立税税税税税税税税のののののののの概概概概概概概概要要要要要要要要         

平成２５年度から，平成２５年度から，平成２５年度から，平成２５年度から，

税の使途税の使途税の使途税の使途をををを拡大拡大拡大拡大しししし

ましたましたましたました    
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３Ｒの推進 ・新たなリサイクル技術の開発や施設整備への支援 ・リサイクル産業の立地促進  など 廃棄物の適正処理 ・廃棄物の適正処理対策推進 ・不法投棄防止対策推進 など 啓発活動の支援 ・廃棄物に関する意識啓発や環境教育・環境学習の推進 その他のその他のその他のその他の循環型社会の形成循環型社会の形成循環型社会の形成循環型社会の形成    ・・・・上記３項目以外の循環型社会形成のための取組上記３項目以外の循環型社会形成のための取組上記３項目以外の循環型社会形成のための取組上記３項目以外の循環型社会形成のための取組    
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産業廃棄物埋立最終処分量は，埋立税導入前の平成 12 年度と比較して，税導入（平

成 15 年度）以降統計値のある平成 17 年度，急激に最終処分量が減少（▲69 万ト

ン）しています。 

さらに，平成 25 年度は，平成２２年度の５２万トンを５万トン(２９％)下回って

おり，一層，最終処分量の減量化が進んでおり，税の導入効果は高いと判断されます。 

 今後も，県の廃棄物処理対策の基本方針を示す「広島県廃棄物処理計画」における

平成３２年度の最終処分量の目標に向け，さらに削減する必要があり，産業廃棄物埋

立税は，この目標に対し，大きい役割を担っています。 
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産業廃棄物の最終処分量の推移
▲69万ｔ（▲53%） ▲8万ｔ（▲13%） ▲15万ｔ（▲29%）

 

 

 区分 主な事業 効果・実績（28 年度までの実績） 
３Ｒの推進 

廃棄物排出抑制リサイクル関連研究開発費助成事業 (Ｈ15 から実施) 循環型社会形成推進機能強化事業(Ｈ17 から実施) 事業化件数 31 件  【事業化例】 ・粒形改善砕砂生産時に副産される微石粉のコンクリートへの有効利用の研究開発及び実用化 ・抗肥満カンキツ成分を利用したヘルスケア食品による地域ブランドの創出 廃棄物排出抑制リサイクル施設整備費助成事業 (Ｈ15 から実施) リサイクル施設整備助成件数 27 件 処理能力 19.4 万ｔ/年 (県全体の再生利用量の約 1%) 【事業例】 ・建設汚泥リサイクル施設（流動化処理施設）整備事業 建設汚泥を流動化処理し，セメント代替製品として再生 ・廃石膏ボード資源化施設整備事業   廃石膏ボードの石膏粉を焼成し，アスファルトフィラー材等に再生 廃棄物の適正処理 地域廃棄物対策支援事業 不法投棄監視体制強化事業 (いずれも H15 から実施) 
 

 活動啓発 エコ事業所支援事業 （Ｈ20 から実施） 県内エコアクション 21 認証取得導入に向けた支援事業の実施 156 件（県内エコアクション 21 登録事業所数） 
 

産業廃棄物埋立税の導入効果 

産業廃棄物埋立税を活用した事業の実績（平成 28 年度まで） 

産業廃棄物不法投棄発生状況（投棄量 10 トン以上の事案） 
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広島県総務部財務局税務室 TEL082-513-2328 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○産 業 廃棄 物 埋立 税の 徴 収等 税 制度 につ い て  

広島 県 総務 局 税務 課     TEL082-513-2328 

○産 業 廃棄 物 埋立 税活 用 事業 や 使途 につ い て  

広島 県 環境 県 民局 循環 型 社会 課 TEL082-513-2951 

お 問 い 合 わ せ 先  

産業廃棄物埋立税活用事業(29 年度) 753,338 千円 内          容 予算額 ① 廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費助成事業 ３Ｒ推進に効果が大きいと認められる施設整備を行う事業者への助成 307,767 ② 循環型社会形成推進機能強化事業 産学連携によるリサイクル技術の研究開発等を行う団体への支援 92,184 ③ 廃棄物排出抑制・リサイクル関連研究開発費助成事業 即効性が高く波及効果が期待できるリサイクル技術の研究開発を行う事業者への助成 69,992 ④ びんごエコタウン推進事業 びんごエコ団地へ進出する企業に対する施設整備への助成 282,795 ⑤ 廃棄物エネルギー回収促進事業 未利用廃棄物のエネルギー利用促進等に係る市町の技術的支援 600 
３Ｒの推進 

489,461 千円 ⑥ 廃棄物排出事業者責任強化対策事業 排出事業者講習会の開催，マニフェスト交付状況報告の処理・排出事業者の指導体制の整備 69,159 （うちその他財源  6,698） ⑦ 不法投棄監視体制強化事業 不法投棄対策班による監視活動，市町職員の県職員併任による不法投棄監視等 24,440 （うちその他財源  765 ） ⑧ 産業廃棄物処理情報管理推進事業【一部新規】 廃棄物処理情報の電子化支援等 7,354 ⑨ 産業廃棄物処理実態調査事業 県内の産業廃棄物の排出量等を把握するための実態調査 983 ⑩ＰＣＢ廃棄物処理促進事業【拡充】 ＰＣＢ廃棄物の適正処理に係る中小事業者への支援 20,839 ⑪公共関与処分場による廃棄物適正処理事業 公共関与処分場周辺環境調査，協議会運営，緑地整備等 292,442 ⑫（1） 地域廃棄物対策支援事業 市町等が行う不法投棄防止対策事業等への支援 60,395 ⑬ 災害廃棄物処理計画策定事業 「広島県災害廃棄物処理計画」を策定し，市町における災害廃棄物処理計画の策定を支援 13,849 
 

廃棄物の適正処理 

10,331 千円 ⑭ 環境保全活動支援事業 県民，事業所への廃棄物抑制啓発等 10,331 啓発活動 
34,616 千円 ⑫（2）（3） 地域廃棄物対策支援事業（撤去処分・食品廃棄物等削減対策事業） 市町等が行う不法投棄廃棄物の撤去処分事業及び食品廃棄物等対策事業への支援 17,400 ⑮ 海ごみ対策推進事業 海岸漂着物等対策に係る市町の取組に対する助成 17,216 （うちその他財源  16,779） 

 

その他の循環型社会の形成 


